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暖冬と景気 
 

 米国は昨冬の厳しい寒さから一転、今冬はこれまでのところ、北東部を中心にこの時期と

しては異例に暖かい日が多くなっている。直近 11 月の米国の平均気温は 1901 年～2000

年平均に比べ華氏で 3.0 度高く、直近 3 ヵ月（9～11 月）の平均気温は過去最高を記録。

足元 12月についても、ここ数日こそ少し寒くなったが、例年よりも温暖な度合いは 11月

以上だったとみられる。 

 

 暖冬の経済への影響は様々だ。マイナス影響としては「暖房需要の減少」や「冬物衣料販

売の鈍化」、「スキー関連売上の減少」等が挙げられる。暖房需要の減少について、11

月の鉱工業生産では電力やガス等の公益事業の生産が前月比▲4.3％となり、2007 年 3 月

以来のマイナス幅を記録した。 

 

 一方、プラス影響としては「建設活動の継続」や「大雪・寒波等による交通機関の乱れの

抑制」、「外出機会の増加による消費等の増加」が挙げられる。建設業の雇用者数は、10

月、11月と堅調に増えている。また、「暖房需要の減少→天然ガス価格の下落→家計のエ

ネルギー関連消費抑制→その他消費の増加」もプラスと考えられる。 

 

 プラスとマイナスを総合した影響は一概には言えないが、今回の様に寒さが通常厳しい地

域を中心とした米国での暖冬は、景気を一時的には押し上げる可能性が高そうだ。例えば、

米国で 1月の平均気温が最も高かったのは 2006 年だが、2006年 1-3月期の実質 GDP は前

期比年率+4.9％と高成長だった。仮に今後も暖冬が続けば、成長率が高まる可能性はある

が、それは暖冬による一時的な高まりである点に留意が必要だ。 

 

 なお、一時的な暖冬ではなく、温室効果ガス濃度の上昇を背景として中長期的に進行して

いる所謂『気候変動（温暖化を含む）』は、経済成長にとってもマイナスとの研究結果が

多い。エルニーニョと『気候変動』との関係性は見解が分かれているようで、今回の暖冬

がエルニーニョのみに起因しているかどうかも定かではないが、ここ数年の米国を振り返

っても、気候の変動が大きくなっている点は特に冬場に実感するところ。実際、米国の異

常気象指数は直近 5年続けて過去平均を上回り、2012年には過去最高を記録した。この点、

今月の COP21 では「パリ協定」が採択されたが、確実な実行が期待される。 

 

＜FOCUS＞ 

三菱東京ＵＦＪ銀行 経済調査室ニューヨーク駐在情報 

2015年のご愛読ありがとうございました。 

2016年もどうぞよろしくお願い致します。 
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＜FOCUS＞暖冬と景気 

 

今冬はこれまでのところ暖冬 

米国は昨冬の厳しい寒さから一転、今冬はこれ

までのところ、北東部を中心にこの時期としては

異例に暖かい日が多くなっている。 

直近 11月の米国の平均気温は華氏 44.7度（摂氏

7.1 度）と 1901 年～2000 年平均に比べ華氏で 3.0

度高く、直近 3ヵ月（9～11 月）の平均気温は華氏

56.8 度（摂氏 13.8 度）と 1901 年～2000 年平均に

比べ華氏で 3.3 度高く過去最高を記録した（第 1

図）。足元 12 月についても、ここ数日こそ少し寒

くなっているが、例年よりも温暖な度合いは 11月

以上だったとみられる。 

今回の暖冬にはエルニーニョが影響しているが、

地域によって差がある。ニューヨーク等の北の地

域で例年よりも気温が高い一方、ロサンゼルス等の南の地域では例年よりも気温が低い。 

 

暖冬のマイナス影響は「暖房需要の減少」等 

暖冬の経済への影響は様々だ。それがどの程度

事前に予測されていたかにも大きく左右されよ

う。マイナス影響としては「暖房需要の減少」や

「冬物衣料販売の減少」、「スキー関連売上の減

少」等が挙げられる。 

暖房需要の減少について、11 月の鉱工業生産

は前月比▲0.6％となったが、内訳では電力やガ

ス等の公益事業の生産が前月比▲4.3％となり、

2007 年 3 月以来のマイナス幅を記録した（第 2

図）。 

 

暖冬のプラス影響は「建設活動の継続」等 

一方、プラス影響としては「建設活動の継続」

や「大雪・寒波等による交通機関の乱れの減少」、

「外出機会の増加による消費等の増加」が挙げ

られる。建設業の雇用者数は、10月（前月比+3.4

万人）、11月（同+4.6万人）と堅調に増えてい

る。 

また、「暖房需要の減少→天然ガス価格の下

落→家計のエネルギー関連消費抑制→その他の

消費増」もプラスと考えられる。天然ガス先物

価格は近年のシェール革命（による供給増）に
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暖冬（による需要減）が加わり、12月中旬には 1999 年以来の低水準を記録した（第 3 図）。 

足元の米国経済は、原油安やドル高を受けて、製造業や鉱業が低調な一方、非製造業が好調

といった二極化が鮮明になっているが、暖冬は二極化に拍車をかける要因とも言える。 

    

寒さが通常厳しい地域を中心とした暖冬は、一時的には景気を押し上げる可能性 

プラスとマイナスを総合した影響は一概に

は言えないが、今回の様に寒さが通常厳しい

地域を中心とした米国での暖冬は、景気を一

時的には押し上げる可能性が高そうだ。 

例えば、米国で 1 月の平均気温が最も高か

ったのは 2006年だが、2006 年 1-3月期の実質

GDP は前期比年率+4.9％と高成長だった（第 4

図）。この成長率は、その後現在までの 10年

間で最も高い。内訳では個人消費（同+4.6％）

と設備投資（同+15.6％）が牽引1。個人消費で

は、耐久財（同+17.4％）が高い伸びとなり、

レクリエーション（同+5.4％）やレストラン・

宿泊（同+6.1％）も堅調だった。 

仮に今後も暖冬が続けば、成長率が高まる可能性はあるが、それは暖冬による一時的な高ま

りである点には留意が必要だ。2006年についても 4-6月期の実質 GDP は同+1.2％、7-9月期は

同+0.4％と、その後の 2四半期は反動もあり低成長に止まった。 

 

中長期的に進行している『気候変動』は、経済成長にとってもマイナスに 

なお、一時的な暖冬ではなく、温室効果ガス濃

度の上昇を背景として中長期的に進行している所

謂『気候変動（温暖化を含む）』は、経済成長に

とってもマイナスとの研究結果が多い。 

エルニーニョと『気候変動』との関係性は見解

が分かれているようで、今回の暖冬がエルニーニ

ョのみに起因しているかどうかも定かではないが、

ここ数年の米国を振り返っても、気候の変動が大

きくなっている点は特に冬場に実感するところ。

実際、NOAA（米国海洋大気庁）が発表している

米国の異常気象指数2は直近 5年続けて過去平均を

上回り、2012年には過去最高を記録した（第 5図）。 

この点、今月の COP21（国連気候変動枠組み条

約第 21 回締約国会議）では気候変動対策として重要な「パリ協定」が採択されたが、確実な

実行が期待される。 

 

（栗原 浩史） 

                                                 
1
 住宅投資については、住宅バブルのピークを過ぎていたため伸び率はマイナスだった。 

2
 異常気象指数は、数値が大きいほど異常気象が多いことを示す。 
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